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研究成果の概要（和文）： 

リスク社会の本質的な構造を明らかにするため、行動経済学の成果を取り入れながら、リスク回

避行動と貯蓄行動との関連、リスク回避行動とパーソナリティとの関連について分析を行った。

その結果、パーソナリティの違いがシステマティックにリスク回避行動に影響を与えていること

が明らかとなった。また、人的能力の形成の方法によっても、平均所得および所得分散が大きく

異なり、教育カリキュラム等の能力形成に与える政策について、多くの示唆を得た。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This study examined the systematic relation among risk averse behavior, saving be-
havior, and personalities. As a result of the analysis, we found the strong systematic 
relation between personalities and risk averse behavior. In addition, we revealed that 
the difference in the pattern of education affects the earnings ability and the diversion 
of income, and we get various insight on the education policy.   
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１．研究開始当初の背景 

人は生まれてから人生を終えるまで、様々
なリスクに直面している。現在社会において、
人々が直面するリスクは、社会システム上の
不備および環境変化等の理由により、増大し
ていると言って良い。教育政策を誤れば、教
育機会の格差が拡大し、人生のはじめの段階
で格差が生まれることになる。学校教育を終

えて就業する場合にも、失業のリスクとか、
非正規労働者としてしか働くことができな
いリスクが存在している。企業の雇用形態が
ワークライフバランスを欠いたものである
場合には、女性が働きながら子育てをするこ
とができなくなり、女性のキャリア形成が阻
害されるリスクが高まる。良質な医療サービ
スの供給が不足したり、介護サービスが不足
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したりする場合には、幸せな老後を維持でき
なくなるリスクが高まることになる。そして、
年金制度の財政が悪化すれば、引退期の所得
を確保できなくなるリスクも高まることに
なる。 

これまで、上記で述べた様々なリスクに関
して、国内・国外において数多くの研究蓄積
が存在している。しかしながら、リスクを生
み出す社会制度上の不備とか問題が、人生の
様々局面でのリスクとどのように関連して
いるのかという、包括的なアプローチによる
研究は十分には進められていない。 

 

２．研究の目的 

本研究では、上述した様々なリスクに関して、
行動経済学的アプローチも含むミクロ分析
を基礎とした市場均衡分析を行い、リスク相
互間の連関性も考慮した最適政策の分析を
行う。 

 1980 年代のバブル期を通じて、地域コミュ
ニティ機能の低下が起き、バブル崩壊後の不
況では、企業内コミュニティの崩壊が進んだ
と理解できる。このようなコミュニティ機能
の低下によって、人々は地域社会での助け合
いといったリスク回避能力を低下させ、格差
意識を高めていったと考えられる。失業リス
クの増大、非正規雇用の増大、といった要因
によって、企業コミュニティの崩壊が進み、
労働者間での格差意識の増大が起きたと理
解できる。これは、ソーシャル・キャピタル
の低下が、格差意識を拡大したという解釈を
可能にするものであり、この点に関する詳細
な検証が必要となっていることを意味して
いる。このようなコミュニティ機能と格差意
識との関連性を分析することにより、コミュ
ニティ機能の向上のためにどのような施策
が必要であるかが明らかにすることが目的
一つとなる。ただし、格差感および幸福感を
決定する要因として、その個人がこれまでど
のような形で階層間移動をしてきたかは重
要な要素となっている。そこで、本研究では、
移動性の状態を明らかにする。その上で、格
差感および幸福感がどのような要因によっ
て決定されるかを明らかにする中で、コミュ
ニティ機能が与える影響について分析する。 

次に、教育および労働市場のリスク要因は、
相互に密接に関連している。例えば、ゆとり
教育政策によって、労働者の雇用可能性
（employability）が低下し、労働市場におけ
るミスマッチが増大したことが、失業率上昇
の一因になったことは、複数の研究によって
指摘されている。教育制度の持つ本質的な意
味でのリスクは、労働者の長期的な稼得能力
を低下させることにあると言って良く、それ
は労働市場の均衡への影響を与え、失業およ
び低下得能力といったリスクを増大させる
ことになる。さらに、グローバル化という外

的環境変化は、低い能力の労働者の稼得機会
を低下させ、格差社会をさらに深刻化させる
ことになる。このように、教育制度および教
育政策が失業・低所得リスクに与える影響を
分析することにより、必要な政策的対応を明
らかにすることも研究目的の一つとなって
いる。 

心理学的分析および行動経済学的アプロ
ーチを用いることにより、社会制度の持つリ
スク要因の増大が、心理学的要因によって貯
蓄行動等の家計行動にいかなる影響を与え、
資本市場均衡等のマクロ市場均衡にどのよ
うな影響を与えるのかを分析することは、こ
れまでの社会保障論では十分に研究がなさ
れていない。リスクという問題が重要性を増
大させている場合には、リスクに対応する個
人の心理学的反応を経済分析に取り込み、市
場均衡に与える影響を分析することが目的
となっている。 

 

３．研究の方法 

ワークライフバランスと社員の就業意欲や
職場満足度についてのデータとしては、
JILPT による「仕事と家庭の両立支援にかか
わる調査（2006 年）」がある。これは、企業
調査と従業員調査を結合したデータで、かな
り詳細な分析が可能となっている。川口
（2008）ではこのデータを使ってワークライ
フバランス施策と社員の就業意欲や職場満
足度の関係について分析したが、さらに詳細
な分析をする余地がある。また、ワークライ
フバランス施策と就業意欲や生活満足度や
ストレスの関係についての詳細な調査も必
要と判断している。この問題に関しては、実
証分析と共に理論分析を進める必要がある。
理論分析では、ワークライフバランスの短期
効果と長期効果を統合的に明らかにできる
モデルの構築を進める。短期効果では、企業
が支払うワークライフバランス改善のため
の費用負担が重要となる。長期効果の中には、
労働者の心理的側面への影響、能力形成への
影響、労働市場および財市場における企業の
長期的な評判効果などが含まれる。労働者の
心理的側面には、労働意欲に与える影響、ス
トレスに伴う生産性低下を減少させる効果、
鬱病などの精神病を含めた疾病減少効果、労
働者間の協調性の向上効果などが考えられ
る。これらの問題は、行動経済学的アプロー
チの適用が有効であると考えており、そのた
めの実証的調査も必要と考えている。企業に
おける持続可能なワークライフバランスを
達成するためには、正の長期効果を最大限高
めるような仕組みを設計する必要がある。こ
のようなシステム設計を行うことも本研究
の課題となっている。 

 教育制度のもたらすリスクを分析する際
のキーワードは、「雇用可能性 (employ-



 

 

ability)」である。このキーワードは、教育制
度の失敗がもたらす帰結と、労働市場におけ
るミスマッチという市場における不均衡状
態を明確に表しているからである。分析は、
教育制度のあり方によって、労働者の雇用可
能性にどのような影響を与えるかを理論的、
および実証的に調べることと、労働市場にお
けるミスマッチが、雇用可能性問題によって
どの程度引き起こされているかを明らかに
することを中心に進めることになる。 

 
４．研究成果 
本研究では、所得階層間移動性の状態を明ら
かにした上で、格差感および幸福感がどのよ
うな要因によって決定されるかを明らかに
し、コミュニティ機能が与える影響について
分析した。その結果、相互扶助の意識が強い
場合に、格差感を強く意識していることが示
され、コミュニティの相互扶助機能の向上は、
幸福感を増大させることが分析結果から確
認された。このことは、コミュニティ機能回
復のための政策の重要性を示唆していると
言えよう。 

また、コミュニティ機能の向上をもたらす
ソーシャル・キャピタルが，人々のライフリ
スクを軽減し，格差感を減少させる機能を,

査読有,しているかを実証的に分析した．この
他にも、創造経済で重要なクリエイターの所
得変動リスクの問題とそれにたいする最適
政策に関する研究も進めた。 

 本研究では、リスクを生み出す社会制度上
の不備とか問題が、人びとの経済行動にどの
ような影響を与えているかを分析した。雇用
における非正規化は、非婚化および少子化の
本質的な要因となっているだけでなく、所得
格差の拡大をもたらし、教育機会の不平等を
も引き起こし、社会における不公平感の拡大
と意欲格差の拡大をもたらし、犯罪の増大と
いった社会不安を引き起こす遠因ともなっ
ている可能性を調べるため、独自のサーベイ
調査を基礎としたマクロデータ分析を行っ
た。この分析により、階層下落リスクを含む、
所得階層間移動の状況と要因を分析した。ま
た、教育投資行動に関するマイクロデータを
収集し、どのようなタイプの労働者が非正規
雇用といった不安定な就業上の地位になり、
どのような労働者が低所得となるかを調べ
た。特に、高卒・大卒と言った学歴カテゴリ
ーだけでなく、大卒労働者の中でも文系・理
系によって、所得リスクの違いがどの程度存
在しているかを明らかにしている。また、リ
スク社会の本質的な構造を明らかにするた
め、行動経済学の成果を取り入れながら、リ
スク回避行動と貯蓄行動との関連、リスク回
避行動とパーソナリティとの関連について
分析を行った。また、ジェンダー間でのリス
クの差、高齢化社会での所得階層間格差拡大

の問題等についても研究を進めた。また、介
護保険制度が非効率性を生み出すリスクに
ついても、研究を進め、政策的対応のあり方
について提言を行った。 
本年度は、原子力事故がもたらすリスクに

ついても研究を進めた。この研究成果は、
『Fukushima Report』として出版され、福島
原発事故の本質的原因等について、詳細な検
証を行っている。 
以上のように、本研究は、リスク社会の本

質的構造を明らかにし、より本質的でかつ,
査読有,効性の高い政策を提示する上で、多
くの学術的成果を得ることができたと判断
している。 
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